
 

 

令和５年度（２０２３年度） 

第 ２２ 回 定 例 庁 議 
  

令和６年２月２７日(火)午前８時３０分～ 

第一応接室（担当：総合戦略室 内線1111） 

                  

１ 報告事項  

⑴  登録２０万人超えプロジェクト「ＬＩＮＥを市役所に」 ··············· （総合戦略局） 

⑵  「ＤＸ・デジタル化に関する骨太の方針」のアップデートについて ····· （総合戦略局） 

⑶  外部機関による接遇実態調査の結果について ························· （総 務 部） 

⑷  「松本デュアルスクール」の実施状況について ······················· （教育委員会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
庁 議 日 程 に つ い て 

第２３回定例庁議 ３月２８日(木) １０時～ 

第２回臨時庁議  ３月２９日(金) １５時３０分〜（予定） 



 

 

（報告事項） 

登録２０万人超えプロジェクト 

「ＬＩＮＥを市役所に」 

 

１ 趣旨 

  ＬＩＮＥは、日本の総人口の約７７％※が利用し、全国の６５％を超える地方公共団体

が広報や相談業務に利用しているツールです。松本市としても公式ＬＩＮＥを積極的に活

用し、行政情報の発信力強化と市民サービスの充実を図ることを目指し、重点的に取り組

むことについて報告するものです。 

※ ＬＩＮＥアプリ月間アクティブユーザー9,600 万人（２０２３年 12 月末時点）を、日本の総人口１億２，４０９万人（総務省人口

推計２０２４年１月報による）で除した割合 

 

２ 友だち登録（令和６年２月６日現在） 

  登録者８２，４３７人、うちブロック者１３，８６０人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

３ 目指す姿 

  松本市公式ＬＩＮＥを、欲しい情報が届き、必要な手続きが簡単に行えるスマホの中の

市役所窓口と位置付けて、大多数の市民が利用するツールとする。 

 

４ 目標（KPI） 

  令和８年度中に松本市公式ＬＩＮＥ友だち登録者２０万人超えを達成 

 

庁 議 資 料 

６．２．２７ 

総 合 戦 略 局 



５ 基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 取組みの概要 

 ⑴ 各部局における積極的な情報発信、手続きのオンライン化を推進 

⑵ 登録２０万人超えプロジェクト「ＬＩＮＥを市役所に」立ち上げ 

  ア 体制 

(ｱ) 責任者 宮之本副市長 

   （ｲ）メンバー（１０名程度） 

防災・ごみ・子育て・交通・学校教育の担当課職員（各１名）※部長推薦 

    子育て中や２０～３０代の庁内公募職員（５名程度） 

   （ｳ）事務局 秘書広報室、DX 推進本部 

  イ 活動内容 

(ｱ) 配信する情報やＬＩＮＥ予約などのコンテンツの選定及び作成 

（ｲ）友だち登録増に向けた市民及び庁内向けＰＲ活動などの企画及び実施 

  ウ 活動期間 

    令和６年４月～令和８年３月末 

エ 活動方法 

 (ｱ) １か月に２回程度、宮之本副市長のもとで会合 

（ｲ）勤務時間内の活動とし、対面のほかＷｅｂ参加も可 

 

７ 今後の進め方 

  Ｒ６．３ 公募職員募集 

     ４ 担当課職員選出、プロジェクト開始 

担 当  
秘書広報室  次長 松岡 由香（内線 1130） 
ＤＸ推進本部 次長 赤澤 直徳（内線 54210） 

事業の方向性 

1-1 個別のニーズに応じた情報を配信 

   ・全員に届いている情報は、緊急情報 

   を除き、希望した人にのみ配信 

 ・キラーコンテンツ（防災・ごみ・子育て・

交通・学校教育）の充実 
 

1-2 知りたい情報への簡単検索 

   ・チャットボット機能のシナリオによる  

    情報への誘導 

 

方針１  

One to All からの方針転換 

事業の方向性 

2-1 行政サービスの入り口 

 ・ＬＩＮＥで申し込めるサービスの拡充 

 ・市役所への申請、手続きへつなぐ 
 

2-2 市民の声が市役所に届く 

 ・市民アンケート 

 ・パブリックコメント 
 

2-3 目的の手続きにかんたんアクセス 

 ・生成AI で手続きを見つけるサポート 

方針２ 

LINEを市民接点の主軸に 
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子育てクーポン電子化等

子育て世代
80,334人登録（100％）



（参考）Ｒ５年 松本市公式ＬＩＮＥ 導入機能例

【市民ツバメ調査】

＜効果＞
Ｒ５年実績 ※（ ）前回

◆報告者： ９２２（ ４２）
◆件 数：1,279（１８６）

報告者２２倍
件数７倍

ツバメをみかけた場所や種類をＬＩＮＥトーク画面で報告
生息状況を確認

【ごみ処理辞典】

名前が不明なごみの捨て方について、ＬＩＮＥトーク
画面で写真と文で問い合わせると、回答が届く

【防災メニュー充実】

ＬＩＮＥトップメニューに「防災」の入口を設置。

＜効果＞
いつでもどこでも避難場所や
交通・インフラ情報が確認でき、
利便性が向上した。

【道路損傷等の通報】

道路やカーブミラー等に損傷した箇所を見つけた時
にＬＩＮＥトーク画面で写真や場所を通報

＜効果＞
導入後実績（R5年度 2月まで）
◆通報件数：1,2６６
※なおしてアルプちゃん ４５２（R4年度）

３倍

３月導入 ４月導入

９月導入 １０月導入

＜効果＞
電話だと判別しにくい案件が、写真の貼付により、
的確に回答でき、ごみの適正な分別につながる。



 

 

（報告事項） 

 

「ＤＸ・デジタル化に関する骨太の方針」のアップデートについて 

 

１ 趣旨 

令和４年２月に策定し、毎年アップデートをすることとしている「松本市ＤＸ・デジタ

ル化に関する骨太の方針」の２回目となるアップデートについて報告するものです。 

 

２ 経過 

  ５．１０．２４   実施計画第５４号通達を踏まえた整合性の確認 

    １１． ７   総務省が自治体ＤＸ推進計画を改定 

      ２２   各部局ＣＤＯ補佐官に見直しを依頼 

 ６． ２．２０   各部局ＣＤＯ補佐官会議を書面にて開催 

 

３ 見直しの視点 

見直しの視点 対応 

国が示した「自治体ＤＸ推進計画

改定版」との整合性確保 

重点実施項目に「自治体フロントヤード改革の推

進」が追加されたこととの整合 

ＤＸデジタル化の最新技術及び

社会情勢の反映 

ＣｈａｔＧＰＴを始めとするＡＩが急速に進展し

ていることから、活用を推進する方向性を追加 

実計５４号等、市の取組みに合わ

せた修正 

デジタルクーポン、電力データの活用及び社会のデ

ジタル化に関する現在の取組みに合わせて修正 

 

４ アップデートの概要 

  使命「ＭＩＳＳＩＯＮ」、目指す姿「ＶＩＳＩＯＮ」、共有する価値「ＶＡＬＵＥ」は、

現時点でのＤＸ・デジタル化の流れに沿っていることから変更せず、見直しの視点を踏ま

えた取組事例を追加するアップデートを行いました。 

  ⑴ 「（１）いつでも、かんたんに」の取組事例中、「どこでも申請サービス」を「フロン

トヤード改革」に変更し、「デジタルクーポンの活用」を追加 

  ⑵ 「（２）仕事や暮らしがより良く」の取組事例に「モバイルワーク」、「ＡＩの活用」を

追加 

 ⑶ 「（３）便利なサービスが生まれる」の取組事例中、「地図情報」を「データの活用」

に、「情報発信」を「スマホの活用」に変更 

 ⑷ 「（５）活躍の場が広がる」を現在の取組みに合わせ全面的に変更 

 ⑸ 「これまで（継続）」に実施した事業と「これから（新規・拡充）」の取組みを取組状

況として新規に追加 

 

５ 今後の予定 

 ⑴ 公式ホームページでアップデート後の方針を周知します。 

 ⑵ 各部局において、本方針に基づいてＤＸ・デジタル化を積極的に推進してください。 

 

庁 議 資 料 

６．２．２７ 

総合戦略局 

担当 ＤＸ推進本部  

次長 赤澤 直徳（内線54210） 



ＤＸ・デジタル化推進に関する骨太の方針 令和３年度 策定
令和４年度 UPDATE
令和５年度 UPDATE
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「デジタルシティ松本」のシンカ
２０２０年頃に比べおよそ東京２３区に相当する約１０００万の人口が減少。団塊の世代が

８０歳代となり、６５歳以上の高齢者が人口の１／３を占め、働き手が不足。学生時代からイ

ンターネットに親しんだ世代が５０歳前後、生まれた時からスマホやSNSがあった世代は３０

歳前後となり、デジタルネイティブ※へ世代交代。これは、２０３０年の日本に、ほぼ確実に

やってくると言われている姿です。また、これまで度々発生してきたパンデミックや自然災害

が、再び起こることも覚悟しなければなりません。

こうした現実と真摯に向き合い、デジタル革新を構造変革の原動力として、市民の幸福度の

最大化を目指し、人口の定常化につなげる “「デジタルシティ松本」のシンカ”が、私たちに課

せられた使命です。

１ 使命（MISSION）

003

本 編



２ 目指す姿（VISION）

快

豊 育

挑 安

004



３ 共有する価値（VALUE）と取組み

005



（１）いつでも、かんたんに

自治体システム標準化マイナンバーカード

できることが拡大
みんなが持てる便利な証明書

必要になったときに
いつでも申請・予約・決済

単純作業を自動化、
人にしかできない業務を充実

市区町村が同じ仕組みに

ＡＩ・ＲＰＡ

手続きの変化

キャッシュレス決済

窓口手数料・利用料などの
支払いがスマホで現金いらず

フロントヤード改革

出向かない 書かされない

※

※参考資料B① 総務省自治体DX推進計画

待たされない

※※

快

006

デジタルクーポンの活用

身近なところで

※

身近な施設からオンラインで相談



生産性向上

（２）仕事や暮らしがより良く

時間に余裕

ワークライフバランス 脱炭素

渋滞緩和

働き方の変化

社会コストの削減

ペーパーレス

快 挑豊

007

電子入札
電子請求書

どこでもテレワーク

時間を有効に
ホームワーク

決裁スピードが速いと
意思決定も加速

遠くの人と顔や資料
を見ながら打合せ

印刷・郵送・持込
の手間いらず

オンライン会議、遠隔臨場※

現場の作業を
遠隔指導

リフレッシュしながら
ワーケーション

現場に出る
モバイルワーク

AIの活用

※

生成AIで仕事を
効率的に

電子決裁
（押印レス）



（３）便利なサービスが生まれる データから新たな取組みを誘発 豊快

008

データの活用 スマホの活用オープンデータ

誰もが使える形で
データが手に入る

データで松本の姿
を把握して政策立案 スマホを市役所

のタッチポイントに

交通サービス

移動も支払いも
利用しやすく

AIを活用して
移動手段を確保

経済活性化 利便性の向上情報の見える化 自由な移動

民間データやＡＩを
活用して健康に生活

「手のひら」から
できることを

デジタルで市の情報を
欲しいときにいつでも確認



GIGAスクール構想下の子どもの学び

授業におけるデジタル技術活用 学校外におけるデジタル活用
社会教育・自主学習

デジタル技術活用による一人ひとりに適した授業、
遠くの学校との交流、プログラミング教育

家庭や地域の施設など
遠くからオンラインで学ぶ

インターネット等を活用した学習、
つながる公民館、情報リテラシー教育

（４）可能性を引き出す

どこでも学べるこどもの未来が広がる 自主的、実践的な行動

育学びの変化

009



（５）活躍の場が広がる

便利なデジタルサービス
がうまれる

デジタル人材の確保・育成

イノベーション・エコシステム

地元企業の競争力アップ

010

若者と女性に

選ばれる
デジタルで稼げる

官民連携で推進

実感できるサービスづくり 価値を生み出す人づくり 持続する産業づくり共に創る

挑豊

デジタルをいかす

地域文化

仮想現実空間

でなりたい自分に

デジタル化に取り組む
企業や団体を認定



デジタル活用支援 社会参加機会の創出

（６）誰もが恩恵を受けられる

居住地に左右されず、
インターネットにアクセスできる

スマホやインターネットに慣れていない方、
馴染めない方をサポート

デジタル活用でハンディキャップを補い、
社会参加の機会を増やす

デジタル格差対策

地域間の

デジタル格差解消

個人間・集団間の

デジタル格差解消

快 育

011

ＩＣＴインフラの維持・整備



個人情報・プライバシー保護 情報モラルの理解

（７）安心が高まる

ネットによるいじめ、匿名なら
何を言っても良い風潮に“NO”を

厳しい規制や情報が守られる研修による適正な運用
漏えい・改ざん・消去のない、情報セキュリティ対策と
災害・障害でも止まらないシステムの強じん化

ネット不安が低減
情報セキュリティ

の向上
成熟したネット社会

セキュリティ対策 安

012

セキュリティ対策の徹底※



松本に行きたい、松本は楽しい、

を高めます。

・観光データ分析

・デジタルマーケティング

・デジタルサイネージ※、VR

・山岳エリアの通信環境

様々な交通手段をシームレスに

つなぐ、新しい移動の概念を研

究します。

・シェアサイクル

・Ｍａａｓ※

（Mobility as a Service）

・交通キャッシュレス決済

・交通オープンデータ

松本で働きたい。若者やIJU

ターン者が生き生きと働く環境

整備等を進めます。

・サザンガク

・スタートアップ支援

・スマート農業

・新しい働き方支援

（テレワーク、二地域居住、

ワーケーション※）

いつ起こるかわからない大規模

災害から市民を守るため、必要

なデジタル対策を行います。

・防災行政無線

・危険個所情報の見える化

・被災者支援の電子化

・災害対策本部機能ICT化

松本市で子どもを育てたい、と

思えるような支援策の検討研究

を行います。

・子育てクーポンの活用

・保育園等のＩＣＴ化

・入園受付の電子化

・オンライン相談

・メディア・リテラシー教育の

充実

豊かな可能性を秘めたデジ

タルテクノロジーを積極的

に活用した次世代の社会の

あり様を探っていきます。

・先端技術活用の研究

（AI※、デジタルツイン※、

ロボットなど）

・空モビリティ

市民の健康維持に向け、デジタ

ルを活用した施策の検討を行い

ます。

・診療情報の共有

・マイナンバーカードの利用

・オンライン健診

・松本ヘルス・ラボ

・福祉ひろばのWi-Fi対応

生活に欠かせないインフラ

を効率的に維持します

・道路、橋りょう、管路の維持

・GPS除雪融雪管理システム

・ドローンの活用

・スマートメーター

・ウェアラブルカメラ
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（８）さらに・・・

「当たり前の日常」を支える

「近未来の暮らし」を支える

「松本で働く」を支える

「行ってみたいまち」を支える

「快適な移動」を支える

「子育て」を支える

「健康を守る」を支える

「もしもの安全」を支える



•ほとんどの窓口でキャッ
シュレス決済可能に

•申請手続きにおけ
る「はんこレス」化

•オープンデータの
推進

•入札がオンライン
で可能に

•地理情報システム（Ｇ
ＩＳ）を活用した市民
への情報公開

•国のスーパーシ
ティ構想へ提案

•市全域が光通信
サービスのエリアに

•請求書の電子化
に向けたチャレンジ

•ほぼ全ての手続き
が電子申請で可
能に

•税金の納付が
キャッシュレス決済
可能に

•スマートシティプロ
ジェクト
３D都市モデル
開始

•データを利用した
政策形成

•先行して窓口で
キャッシュレス決済
スタート

•身近な場所でスマ
ホ講習会

•仮想現実やAIな
ど最先端技術の
研究

•相談しやすい地域
のデジタル支援人
材の育成

・・・・・・

•納付書による
キャッシュレス決済
拡充

・・・・・・・・・

・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

•ＤＸ推進方針 •基幹系業務システム標準化に着手 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
•基幹系業務シス
テムの標準化対
応が完了

•申請書の電子化、
書かされない窓口

•子育て・介護など
の手続きが電子
申請可能に

•ほとんどの市民が
マイナンバーカード
を保有•ＡＩ・ＲＰＡの利

用促進
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４ ロードマップ

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度



ＶＡＬＵＥ これまで（継続） これから（新規・拡充）

⑴いつでも、かんたんに

⑵仕事や暮らしがより良く

⑶便利なサービスが生まれる

⑷可能性を引き出す

⑸活躍の場が広がる

⑹誰もが恩恵を受けられる

⑺安心が高まる
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５ 取組状況 快豊 挑 安 育



②共に創る

勉強会・研究会
・コンソーシアム※

実証実験事業連携

オープンイノベーション※

ＤＸで地域の課題を解決、持続
可能な地域社会を共創

③時宜を捉え、迅速に、挑戦を繰り返しながら推進（アジャイル※）

デジタル人材育成

適応と成長

④デジタル化を前提に行政の在り方そのものをリデザイン

⑤市民ニーズから出発し、市民の日常に溶け込むデジタル化

⑥データを庁内で共有し、オープンデータ化

①情報システムではなくサービスを作る

⑦方針も人材も、毎年アップデート

聖域なく全ての領域でデジタル化に取り組み、行政のあらゆるサービスが最
初から最後までデジタルで完結されるように、行政サービスの100％デジタ
ル化を目指します。

利用者の視点を中心に考え、市民にとって、「簡単」、「便利」、「満足で
きる」、デジタル化を図ります。

個人情報保護条例を遵守しつつ、各部門が保有するデータや統計などの基礎
データを庁内で連携・共有し、市役所全体の資産として活用します。

サービスによって利用者が得る便益を第一に考え、たとえば、デジタル機器
が使えない方には、デジタル技術に人手によるアナログなサービス等を組み
合わせることも含め、最良のサービスを提供することを目指します。

スピード感を追求し、タイムリーにスモールでもスタートし、成功や失敗、
それによる軌道修正を積み重ねながら一貫して取り組みます。

推進に当たって

職員のデジタルマインド育成に努めます。さらに、デジタル
技術の進化に対応するため、毎年アップデートします。
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６ 心構え（SPIRITS)



・ＡＩ（Artificial Intelligence）
人間の知的営みをコンピュータに行わせるための技術、又は、人間の知的営み
を行うことができるコンピュータプログラムのこと。人⼯知能。

・ＲＰＡ（Robotic Process Automation）
作成したロボット（プログラム）が、定義されたルールに則りデータ処理（入
力、出力等）を行う仕組みのこと。

・Gov-Cloud
ガバメントクラウド（Gov－Cloud）とは、政府の情報システムについて、共
通的な基盤・機能を提供する複数のクラウドサービス（IaaS,PaaS,SaaS）の
利用環境のこと。

・ＭaaＳ（Mobility as a Service）
地域住民や旅行者一人一人のトリップ単位での移動ニーズに対応して、複数の
公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等
を一括で行うサービスのこと。

・ｘＲ
クロスリアリティ（xR）とは「VR（仮想現実）」「AR（拡張現実）」「MR

（複合現実）といった先端技術の総称。
・アジャイル
「素早い」「機敏な」「頭の回転が速い」という意味。システムなどの開発で
はアジャイル開発と言われ、優先度の高いものから作り始め、短い期間で一部
を完成させ、顧客への確認を繰返し行うことで完成度を上げる方法。

・遠隔臨場
webカメラを利用して、現場に行かずとも離れた場所から臨場を行うこと。

・オンデマンド
ユーザーの要求に応じてサービスを提供すること。

・オープンイノベーション
組織の枠組みを超え、広く知識・技術の結集を図ること。

・コンソーシアム
組織や会社、個人やグループなどで構成する「共同体」の意味で、何らかの目
的に沿った活動を行ったり、共通の目標に向かって資源を蓄える目的で結成

・３D都市モデル
実世界の都市を仮想的な世界に再現した３次元の地理空間データ

・チャットボット
テキストや音声を通じて、自動的に会話するプログラムのこと。「チャット」
は、テキストを使いネット上でやり取りをすること、「ボット」は、人がコン
ピューターを使って行っていた作業をロボットが自動的に実行すること。

・デジタルディバイド
インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者
との間に生じる格差のこと。

・デジタル・ツイン
リアル（物理）空間にある情報を、サイバー（仮想）空間でリアル空間を再現
する技術のこと。物理空間の将来の変化を仮想空間上でシュミレートすること
で、将来の変化に備えることができる。

・デジタルサイネージ
駅や店舗、施設、オフィスなどに、ディスプレイやプロジェクターなどの映像
表示装置を設置して情報を発信するシステムのこと。

・デジタルリテラシー
インターネットを中心にデジタル情報や通信について、さらにそれらを活用す
るパソコンやスマートフォンなどの機器やアプリについて知識を持ち、利用す
る能力のこと。

・デジタルネイティブ
物心がついた時からインターネットやパソコン、スマートフォンに慣れ親しみ、
コミュニケーション方法や価値観、労働観において、ほかの世代とは違った特
性のある世代のこと。

・バウチャー
ある種の金銭的価値を持つ金券で、特定の目的又は特定の商品にのみ使用でき
るもの。

・ビッグデータ
組織が非常に大きなデータセットとそれらが保存されている施設を作成、操作、
および管理できるようにする全ての技術を指す。

・ワーケーション
ワーク（労働）とバケーション（休暇）を組み合わせた造語。リゾート地等で
テレワークを活用し、働きながら休暇を取る過ごし方のこと。

７ 用語集
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A 松本市の関連計画など

① 松本市基本構想 第11次基本計画
ＤＸ・デジタル化

～デジタルシティ松本～【５つの取組み】

●世界水準の城下町まつもと・アルプスリゾートへの挑戦

●楽しく稼ぐクリエイティブシティへの挑戦

●可能性を広げる新しい学びへの挑戦

●デジタル弱者への配慮とデジタル人材の育成

●デジタル市役所の実現

・最先端のデジタル技術を駆使した安全・安心で快適・便利な「スマート・リ
ゾート」

・世界を視野に入れたワーケーション※環境の整備と推進
・仮想空間と現実空間が融合する「デジタル・ツイン※」で相乗効果を発揮した
魅力的なまちづくり など

・「サザンガク」や「松本ヘルス・ラボ」などを拠点に、デジタル技術を駆使
した新しいビジネスの創出

・交通、物流、農林業などを始めとする、既存産業のスマート化やシェアリン
グエコノミー

・交通やキャッシュレス決済など異なる複数のサービス連携での回遊性向上や、
ｘＲ※などの先端技術を活用した体験価値の向上で、まちのにぎわいを創出など

・一人ひとりに適した様々な手法を用いた教育機会の提供や、校外、ひいては世
界ともつながるデジタル技術を応用した、可能性の拡がる新しい学びスタイル
の実践

・スポーツや文化芸術活動とデジタル技術の融合、誰もが松本の文化・歴史に触
れられる、学べるデジタルコンテンツの充実

・若い世代も含めた多様な世代が、時間と空間の制約を受けずに、いつでも、ど
こからでも学びに参加できる生涯学習の場づくり など

・デジタル機器に慣れていない方、馴染めない方もデジタル化の恩恵を享受
・障がいのある方などに、デジタルを活用した社会参加の機会を創出
・デジタル化を進めていくに当たり必須となる、デジタル人材の育成 など

・インターネットを活用して２４時間３６５日手続きができる行政手続きのオン
ライン化と、市民に必要な情報を届けるＰＵＳＨ型行政への挑戦など住民サー
ビスのデジタル化

・新しい働き方やスタイルに合った、テレワークの常態化。またそのために必要
なＩＣＴ環境や制度面の整備

・エビデンス（証拠）に基づく政策の推進や市勢情報の見える化につながるビッ
グデータ※や行政データの活用 など
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② 松本市行政行動指針
【５つの行動指針】

① デジタル市役所への変革

② 公民ネットワークの充実

③ 情報共有の高度化

④ 持続可能な財政基盤の確立

⑤ 多様で柔軟な働き方への移行

１－１ ＤＸの推進
〇 デジタル化を前提に行政のあり方そのものを見直し
聖域なく全ての領域でデジタル化に取り組み、行政のあらゆる業務プロセスが、最初か

ら最後までデジタルで完結される行政の１００％デジタル化を目指します。
〇 市民の日常に溶け込むデジタル化
利用者である市民が、「簡単」、「便利」で「満足できる」デジタル化に向けて事務を

見直し、「日常に溶け込む」情報システムを導入します。
〇 データの共有、オープンデータ化
個人情報保護条例を遵守した上、各部門が保有するデータや統計などの基礎データを庁

内で連携・共有し、市役所全体の情報資産として活用するとともに、オープンデータとし
て積極的に公開します。

１－２ 「新たな日常」に対応する市役所の構築
○ 市民に身近な市役所の構築
ＩＣＴを活用して、地域の身近な行政サービスを充実するとともに、住民自治を更に支

援する施策を推進します。また、市民のニーズに応じて行政サービスのオンライン化を進
め、市民が、行政サービスの利用方法を選択できる環境を整えます。
〇ネットワーク型市役所の構築
県内最大の市域を有し、多彩な地域からなる松本市の特性を踏まえ、テレワークやリ

モートサービスなどを積極的に活用することで、時間や場所にとらわれず行政機能を発揮
できるネットワーク型市役所を構築します。

１－３ 書面主義、押印原則、対面主義からの脱却
○ 押印の見直し
市の最優先課題であるＤＸを進める前提条件であり、全庁を挙げて積極的に推進します。

〇 オンライン申請の活用促進
書面の電子化とマイナンバーカードの普及を促進し、オンライン申請の活用範囲を拡大

します。同時に、デジタル機器に不慣れなデジタル弱者の方に配慮した取組みを検討しま
す。
○ 全ての決裁のデジタル化に向けたルール整備
電子決裁システムの導入（令和４年１０月）に向け、現在、紙処理している決裁（附属

資料含む。）をデジタル化するためのルールを整備します。

３－１ 情報発信力の強化
〇 新たな情報発信の推進
一律の情報発信ではなく、個々の求めるニーズに合った情報発信を行います。

また、デジタル媒体を活用して、市民が時間や場所を問わずに簡単に欲しい情報
を入手できる仕組みを作ります。
３－２ 広聴・相談機能の充実
〇 新たな相談窓口の構築
本庁舎（市民相談課）で実施している専門相談などを、市民に身近な地域拠点

などでも実施します。Ｗｅｂ会議ツールを活用するなど、新しい相談窓口を構築
します。
○ ＡＩ（人⼯知能）技術の活用
チャットボット※などを活用し、よくある問合せや申請手続の進め方などにつ

いて、２４時間３６５日自動応答する仕組みを構築します。
〇 広聴事業の充実
市民から寄せられた「市長への手紙」をデータベース化し、情報共有とペー

パーレスによる事務効率化を進めます。また、市民へ的確かつ迅速に回答ができ
る仕組みを構築します。

５－１ 新しい働き方の推進
〇 テレワークの推進
「新たな日常」の標準的な働き方であるテレワークやＷｅｂ会議の導入拡大に

向け、働き方のルールやフリーアドレスなどの勤務環境の整備を進めるとともに、
テレワークで懸念される職員間の交流の低下などの課題に対し、具体的な対策を
講じます。
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②自治体の情報システムの標準化・共通化

③マイナンバーカードの普及促進・利用促進

④ 自治体のＡＩ・ＲＰＡの利用促進

⑤ テレワークの推進

目標時期を2025年度とし、「(仮称)Gov-Cloud※」の活用に向けた検討を踏
まえ、基幹系17＋３業務システムについて国の策定する標準仕様に準拠した
システムへ移行

2022年度末までにほとんどの住民がマイナンバーカードを保有していること
を目指し、交付円滑化計画に基づき、申請を促進するとともに交付体制を充実

①、③による業務見直し等を契機に、AI・RPA導入ガイドブックを参考に、
AI※やRPA※を導入・活用を推進

テレワーク導入事例やセキュリティポリシーガイドライン等を参考に、テレワー
クの導入・活用を推進 ①、③による業務見直し等に合わせ、対象業務を拡大

① 自治体ＤＸ推進計画（令和2年12月）→（令和5年11月改定）

⑥ セキュリティ対策の徹底

【重点取組事項】

改定セキュリティポリシーガイドラインを踏まえ、適切にセキュリティポリ
シーの見直しを行い、セキュリティ対策を徹底

【自治体ＤＸと合わせて取り組むべき事項】

① 地域社会のデジタル化

② デジタルディバイド対策

デジタル化によるメリットを享受できる地域社会のデジタル化を集中的
に推進

「デジタル活用支援員」の周知・連携、NPOや地域おこし協力隊等地域
の幅広い関係者と連携した地域住民に対するきめ細やかなデジタル活用
支援

○ 政府において「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が決定
され、目指すべきデジタル社会のビジョンとして「デジタルの活用によ
り、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸
せが実現できる社会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」
が示された。このビジョンの実現のためには、住民に身近な行政を担う
自治体、とりわけ市区町村の役割は極めて重要である。
○ 自治体においては、まずは、
・自らが担う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、
住民の利便性を向上させるとともに、
・デジタル技術やAI等の活用により業務効率化を図り、人的資源を行政
サービスの更なる向上に繋げていくことが求められる。
○ 更には、データが価値創造の源泉であることについて認識を共有し、
データの様式の統一化等を図りつつ、多様な主体によるデータの円滑な
流通を促進することによって、EBPM等により自らの行政の効率化・高
度化を図るとともに、多様な主体との連携により民間のデジタル・ビジ
ネスなど新たな価値等が創出されることが期待される。

【自治体におけるＤＸ推進の意義】

B 国・県の関連計画など
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① 自治体フロントヤード改革

各自治体の実情に応じた創意⼯夫で、新しいフロントヤード（住民と自治体の
接点）を実現



①スマート自治体推進ＰＪ

②キャッシュレス推進ＰＪ

③スマートエデュケーションＰＪ

④地域交通最適化ＰＪ

⑤ゼロカーボン・スマートインフラＰＪ

・クラウドサービスなどの活用を視野に入れた県と市町村による行政事務の新
たなデジタル化を開始する。

・自然災害や新型コロナウイルス感染症の感染拡大といった非常事態時におい
ても適切な行政サービスを提供するためのネットワーク環境を構築する。

・新型コロナウイルス感染症などに配慮した営業スタイルを確立する。
・外国人旅行者と導入店舗双方のメリットを創出する。「免税電子化」に対応
したキャッシュレスを導入する。

・小中学校において、児童・生徒自らがICTを最大限活用し、世界中に学びの
フィールドを拡げることが出来る教育環境を市町村と共に整備する。

・MaaS※など新たなモビリティサービスの導入を検討していく上で必要な
データなどの収集・分析に加えて、新たな輸送サービスの実現に向けた実証
実験などの実施を通して、持続可能で新しい生活様式にも適応した最適な交
通の構築に向けた基礎を築く。

・様々な施設情報やエネルギー情報などをつなぐプラットフォームの導入によ
り、施設の状態監視やエネルギー利用の最適化を図ることで、環境に優しい
持続可能な公営施設運用を開始する。

② 長野県ＤＸ戦略（令和３年４月）

⑥医療充実ＰＪ

【重点プロジェクト】

・医療機関間のネットワーク構築が更に推進されるとともに、県立病院のトラ
イアル事業を踏まえた議論が行われている。また、時限的・特例的対応とし
て初診からのオンライン診療が開始されている。

⑦スマート避難ＰＪ

・県及び市町村の職員が発災時に、スマートデバイスなどを用いて現場の災害
情報を共有するためのシステム構成の検討を完了し、共有した情報から避難
指示情報を自動発令する連携接続を実践する。
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③ デジタル社会の実現に向けた重点計画の概要（令和３年１２月）→（令和5年6月改定）



庁 議 資 料 

６ ． ２ ． ２ ７  

総  務  部 

（報告事項） 

 

外部機関による接遇実態調査の結果について 

 

１ 趣旨 

  窓口及び電話対応の接遇マナー向上のため、外部機関による接遇実態調査を実施しまし

たので、その結果を報告するものです。 

 

２ 調査の概要 

 ⑴ 調査期間    令和５年７月～１１月 

 ⑵ 調査対象職場  １０カ所（２回ずつ調査） 

 ⑶ 調査委託先   学校法人秋桜会 理事長 内川 小百合  

⑷ 調査項目    

ア 実態調査   職場の雰囲気・整理、身だしなみなど２８項目 

イ 電話調査   あいさつ、話し方、わかりやすさなど１９項目 

 

３ 調査結果の概要 ※４点満点、Ｓ～Ｄの５段階評価 

⑴ 総合評価  

点数：２．７１(昨年度２．７７、０．０６ポイント減)  

評価：「Ａ 接遇の意識を持ち、感じの良い対応ができている」（昨年度Ａ→Ａ評価） 

⑵ 実態調査（窓口対応） 

 点数：２．６７(昨年度２．７４、０．０７ポイント減) 

評価：「Ａ 接遇の意識を持ち、感じの良い対応ができている」（昨年度Ａ→Ａ評価） 

⑶ 電話調査（電話対応） 

 点数：２．７４(昨年度２．７９、０．０５ポイント減)  

評価：｢Ａ 接遇の意識を持ち、感じの良い対応ができている｣（昨年度Ａ→Ａ評価） 

⑷ 評価内容 

調査項目 評価内容 

実態調査 

（窓口対応） 

 

 

 

 

〇入ったらすぐ声掛けがあった。 

○相談内容が、他課にも係わることだったため、すぐに別の課に問い合わせて適切に対応

してくれた。 

○とても明るく気持ちの良い対応で、はっきりとわかりやすい説明をしてくれた。 

○資料を見せながら説明してくれてわかりやすかった。 

〇服装に清潔感があった。 

〇問い合わせに対して親切に詳しく説明してくれて、民間施設の情報まで教えてくれた。 

○名札を見せて挨拶をしてくれてとても丁寧な対応だった。 

●何度か声をかけてやっと対応してもらえたが、「お待たせしました」などの挨拶はなかっ

た。 

●課内の奥のほうで作業をしているようで、相談者が訪れてもすぐに気づける環境ではな

かった。 

●対応について「面倒だ」と思っていると感じる態度であった。 

●机の上のお菓子などが目立った。 



●カウンターが複数あり、それぞれ担当が異なるようだが、その案内があると良かった。 

●机の配置がカウンターに背を向けるようになっていて、パソコンの画面が見えていた。 

●カウンターのすぐ近くでミーティングをしていて、内容がよく聞こえる状態であった。 

電話調査 

（電話対応） 

〇課名、名乗りも聞きやすく、明るくはっきりした口調で好印象であった。 

〇質問について調べて折り返すと言ってもらい、5 分後、お詫びの言葉と「ほかにありま

すか」という言葉もあり、配慮が感じられた。 

〇親しみやすく、わかりやすい受け答えで良かった。丁寧な言葉遣いと対応で好印象。 

〇すぐに担当者へ転送してくれ、担当の方も端的でわかりやすい説明であった。 

〇最後に「また何かあれば、お問い合わせください」という言葉があり、親切な印象であ

った。 

●こちらが話している途中で、話し出してしまうのが気になった。 

●転送時、内容がきちんと伝わっていない、復唱がない。 

●語尾を伸ばす癖があり、話し言葉に近い印象が残った。 

●「もしあれでしたら」「ちょっと、あの」という言葉遣いが多く気になった。 

●話し方や説明は丁寧だが、話が整理されておらず分かりにくかった。 

 

４ 改善点 

⑴ 窓口対応について 

ア 接遇は、最初の数秒で評価が分かれる。まずはアイコンタクトと会釈で「気づいて

いる」ということを示すと良い。 

イ 言葉や態度、服装などで不快な思いをさせることのないよう職場の接遇を見直す。 

ウ コミュニケーションは「言語」と「非言語」の部分があり、態度や話し方で誠意を

伝える。 

 ⑵ 電話対応について         

ア 表情や身振り手振りが見えない分、「声のトーン」や「話し方」を意識する。 

イ 転送時には次の職員に用件を伝え、代わった職員は、「担当の△△です」「○○の件

ですね」など用件を聞いていることを伝え、たらいまわしとの印象にならないように

する。 

ウ 話す速度や言葉遣い、話し方等、課内で基本を見直す。 

 ⑶ 更なる向上のために 

   職員一人ひとりが松本市の代表であることを理解するとともに、職場でも信頼感を高

める接遇のレベルアップに取り組んでください。 

 

５ 調査結果への対応 

 ⑴ フォローアップ研修の実施 

   １２月１５日に、調査結果を踏まえたフォローアップ研修を調査対象課中心に実施し、

接遇の改善を図りました。 

⑵ その他 

 調査結果を職員全体で受け止め、所属長は職場の様子を定期的にチェックし、各職場

の接遇の課題や改善点について職場研修を実施しながら接遇向上に努めてください｡ 

                                                

担当 職員課 

課長 中田 美弥 

(内線 1150) 



 

（報告事項） 

 

「松本デュアルスクール」の実施状況について 

 

１ 趣旨 

令和５年５月から導入した、新たな区域外就学制度「松本デュアルスクール」の実施

状況について報告するものです。 

 

２ 制度の概要 

 ⑴ 学校教育法施行令第９条に規定されている制度で、住民票を置いたまま、滞在先 

の学校への通学を可能としているもの。学籍を異動させるため、滞在先の学校での 

就学期間も住所地の学校では欠席とはならず、出席日数として認められる。 

（平成２９年７月に文部科学省から、地方移住等に伴う区域外就学制度の活用に 

ついて通知されているもの。） 

 ⑵ 対象者：長野県外の小中学校に就学する小学１年から中学３年までの児童生徒 

⑶ 就学期間：最短 1か月、最長１年間 

 ※ ⑵、⑶は松本デュアルスクール独自の内容 

 

３ 制度の目的 

⑴ 松本の豊かな環境の中で、異なった地域文化や考え方を持った仲間とともに学習

することで、転入・受入双方の児童生徒の学びが一層深まることを期待するもの。 

⑵ 都会で暮らす子育て世代が、一時的な移住や二拠点生活で松本の自然豊かな暮ら

しや文化を体験することを通して、移住促進につなげるもの。 

 

４ 主な経過 

  ３． ４～    大野川小中学校が、都会からの一時的移住者の児童を受入れ 

  ４． ４～    教育政策課において区域外就学制度に基づく他自治体の取組み

をもとに松本独自の制度について検討開始 

  ４．１１． ６    安曇地区における市長と住民の「こんだん会」において市長及 

び教育長が安曇の魅力や移住者の受け入れなどに関する課題につ

いて地域住民と懇談 

  ５． １．１２    「松本デュアルスクール」の実施案について松本市校長会に説

明、意見交換 

       ２２   定例教育委員会において「松本デュアルスクール」制度を決定 

     ５． １  募集を開始 

 

５ 令和５年度実施結果 

 ⑴ 問い合わせ数 ２５件（令和６年２月１５日時点） 

 ⑵ 見学者数    ８世帯（１３名の児童生徒） 

 ⑶ 制度利用者   ５世帯（ ６名の児童生徒） 

庁 議 資 料 

６．２．２７ 

教育委員会 



 

  ア 制度利用者の情報    

世帯 学校 学年 居住地 就学期間 

１ 

大野川小中学校 

小１ 神奈川県 令和５年 ８月１８日～令和６年３月３１日 

２ 小１ 東京都 令和６年 ２月 ５日～令和６年３月 １日 

３ 
小３ 

神奈川県 令和５年１１月２８日～令和６年３月３１日 
小６ 

４ 中１ 兵庫県 令和５年１１月 １日～令和６年３月３１日 

５ 田川小学校 小２ 神奈川県 令和５年 ８月２４日～令和６年３月３１日 

 ⑷ 制度利用から移住に繋がった人数 

  ア 令和５年度移住者   ２世帯７名 

  イ 令和６年度移住予定者 １世帯４名 

 ⑸ 制度利用者の意見 

ア 乗鞍地域の自然環境を毎日堪能できることが贅沢で住み心地が良い。 

イ 移住先を探していた折、お試しで短期移住できたことで、松本の教育、住環境を 

体験することが出来、移住へのハードルが低くなり、結果的に移住を選択できた。 

ウ 移住相談を地域の人が親身なって対応してくれた。滞在先の方が家探しから地域 

との繋がりまで、多方面で支援してくれた。地域の温かさを感じた。 

エ 少人数で自由に学ばせてくれる環境がちょうどよく、不登校気味であった子ど 

もが学校に自然と行くようになった。 

  オ 学校、地域共に繋いでくれたことが移住する決断に繋がった。 

  カ 職場がフルリモートワークだったことなどを含めたライフスタイルの変化と環

境がマッチした。 

 

６ 課題と対応策 

⑴ 課題 

 ア 松本デュアルスクール実施期間中の滞在先の選択肢が少ない。 

  イ 移住先となる住宅の選択肢が少ない。 

 ⑵ 対応策 

  ア 移住希望者に対する住環境の提供について、関係各課と連携し、具体的な支援策

を検討します。 

  イ 地域や保護者に対して実施状況を報告するとともに意見交換の場を設けます。 

 

７ 今後の進め方 

 奈川小中学校を含めさらなるＰＲを行い、移住促進につなげます。 

 

 

 
担当 教育政策課 

課長 小西 えみ 

（内線 3110） 


